
国 庫 支 出 金 国保事業の健全な運営と円滑な推進のため、国が行う各種の負担金・補助金です。

療養給付費交付金
退職被保険者の医療給付に要する費用に充てるための交付金です。その財源は被
用者保険等から拠出されます。

前期高齢者交付金
65歳から 74歳までの方の加入率が全国平均を上回る市町村国保に交付される交
付金です。

県 支 出 金 県が行う各種の負担金・補助金です。

共 同 事 業 交 付 金
高額な医療費（1件 80万円を超える医療費）の発生が国保財政に与える影響を
緩和し、市町村国保間の平準化を図るために、市町村国保が一定の割合で拠出金
を出し合い、国・県の財政支援を受け交付される交付金です。 

繰 入 金 一般会計からの繰入金です。

●歳　入

総 務 費 各種事務費等国保事業を運営するために必要な一般的経費です。

保 険 給 付 費
療養給付費・療養費・高額療養費・出産育児一時金・葬祭費など、医療機関また
は国保加入者に支払うための費用です。

後期高齢者支援金
後期高齢者医療制度のもとで、国保が後期高齢者の医療費の支払いのために負担
する支援金です。

前期高齢者納付金
歳入の前期高齢者交付金のもとで、保険者から納付される概算前期高齢者納付金
を財源にして、交付対象保険者に均等に交付されている納付金です。

介 護 納 付 金 介護保険制度のもとで、国保が介護給付費の支払いのために負担する納付金です。

共 同 事 業 拠 出 金 歳入の共同事業交付金に充てるために、市町村国保が拠出するための費用です。

●歳　出

●積立基金　保険給付費の支出が多くなって、不足が生じたときに財源とするための積立金です。
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H23 4,815万円

H24 １億6,338万円

H25 １億6,995万円

H26 ２億1,666万円

H27 ２億1,735万円

H22 4,164万円 （赤字額）

（基金積立額）

H21 1,446
万円累　積　額

次年度で医療費の精算分を
基金より取り崩していますの
で、平成29年１月末現在の
基金積立額は約１億5,000
万円となっています。

平成29年度 国民健康保険の保険証を郵送します
住民環境課　国保年金係（６番窓口）　☎６４－１１０２

湯浅町の国民健康保険の被保険者証は、毎年 4
月 1日に更新します。
新しい保険証は 3月中旬に簡易書留郵便で発送
しますので、記載内容に誤りがないか必ずご確認
ください。
配達時にご不在の場合は、配達されずに郵便局
で一時保管され、不在票が投函されます。不在票
については湯浅郵便局にお問い合わせください。

歳　入
22億

9,183万8千円

国民健康保険税　　
4億4,378万6千円

19.36%

国民健康保険税　　
4億4,378万6千円

19.36%

国庫支出金
5億2,480万7千円

22.90%

国庫支出金
5億2,480万7千円

22.90%

療養給付費交付金
7,204万1千円　3.14%
療養給付費交付金

7,204万1千円　3.14%

前期高齢者
交付金

3億4,858万4千円
15.21%

前期高齢者
交付金

3億4,858万4千円
15.21%

県支出金
1億5,330万7千円

6.69%

県支出金
1億5,330万7千円

6.69%

共同事業
交付金

4億8,213万8千円
21.04%

共同事業
交付金

4億8,213万8千円
21.04%

繰入金
2億6,018万円
11.35%

繰入金
2億6,018万円
11.35%

諸収入
699万5千円
0.31%

諸収入
699万5千円
0.31%総務費 3,050万9千円　1.39%総務費 3,050万9千円　1.39%

歳　出
22億
186万3千円

保険給付費
12億2,081万6千円

55.45%

保険給付費
12億2,081万6千円

55.45%後期高齢者支援金
2億4,664万5千円

11.20%

後期高齢者支援金
2億4,664万5千円

11.20%

前期高齢者
納付金
16万2千円
0.01%

前期高齢者
納付金
16万2千円
0.01%

介護納付金
1億506万2千円

4.77%

介護納付金
1億506万2千円

4.77%

共同事業拠出金
5億4,916万3千円

24.94%

共同事業拠出金
5億4,916万3千円

24.94%

保健事業費
2,167万3千円　0.98%

保健事業費
2,167万3千円　0.98%

諸支出金 2,783万3千円　1.26%諸支出金 2,783万3千円　1.26%

見　　本

※平成 29年度の保険証は青色です。
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